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1.第 2期データヘルス計画(令和元年度修正版)の目的と背景 

小牧市では、保健事業実施指針に基づき、平成 27 年度から平成 29 年度を計画期間とした｢小

牧市第 1期データヘルス計画｣での取り組みを踏まえ、平成 30年度から平成 35 年度までを計画

期間とした｢小牧市第 2 期データヘルス計画｣(以下｢第 2 期計画｣という。)を策定しました。そ

の第 2期計画を基に、小牧市が優先的に解決すべき健康課題を把握し、その課題整理に基づく、

被保険者の健康保持増進に向けて必要な個別保健事業の実施を行っています。 

本計画は、平成 30 年度および令和元年度に実施した事業の評価、また、令和 2年度から令和

5年度の目標の見直し等を主な目的としています。 

 

 

 

 

 

2.実施計画の評価(令和元年度実施分) 

第 2期計画(平成 30 年度修正版)で策定し令和元年度に実施した保健事業について、各目標に

対する個別事業の評価(令和元年度末時点)を 2～11 ページの表にまとめました。 
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事業名 目的及び概要 ストラクチャー評価 プロセス評価 

環境の整備 

他部署との 
意見交換会 

【目的】 
計画推進基盤づくり 
 
【概要】 
小牧市の健康づくりに関係する部
署と情報交換及び個別保健事業の
見直しに伴う意見交換会の実施 

・保険年金課が主体とな
り実施する 
 
・事業により、保健センタ
ー、地域包括ケア推進課、
委託業者と意見交換会等
を実施 

・実施した事業の分析結
果を報告し情報共有した 
今後も事業が効果的かつ
効率的になるような方法
や対象者選定についての
検討を実施 

働く世代から健康意識を高めるポピュレーションアプローチ 

健康いきいき 
ポイント 

【目的】 
健康意識を高め、自発的な健康の
維持･改善行動を促す 
 
【概要】 
健康行動にポイントを付与し、貯
まったポイントでサービスを受け
る 

・保健センター主体で実
施 
 
・市内小学校と連携し、夏
休み期間を活用して、子ど
も版健康いきいきポイン
トを実施し、親子で健康づ
くりに取り組めるよう働
きかけた 

・健康いきいきポイント
対象事業について、庁内を
はじめ関係機関に対象事
業の照会を実施 
 
・「まいか」協力店拡大に
向け、今年度 34 店舗の訪
問を実施し、加えて理容組
合(43 店舗加盟)や小牧商
工会議所青年部(70 店舗
加盟)へ働きかけ、合計
147 店舗に周知 

ヤング健診 

【目的】 
若い頃からの健診及び指導を受け
る機会の提供をし、健康と生活習
慣を振り返るきっかけとする 
 
【概要】 
健診受診機会のない 35～39 歳の
者に対し、メタボリックシンドロ
ーム予防のための血液検査を取り
入れた健診を行うことで自分の体
を知り、早い時期から生活習慣病
の予防につなげる 

・保健センター主体で実
施 
 
・令和元年度に 35 歳にな
る者に受診勧奨の個別通
知を実施 
 
・平成 30 年度にヤング健
診を受診し、動機付け・積
極的支援となった者で令
和元年度に 36～39 歳にな
る者に個別通知を実施 

・対象年齢が重なる乳が
ん(超音波)検診と同日受
診ができるよう、健診日時
を調整した 
 
・ヤング健診に関する情
報を広報、ホームページに
掲載 
 
・効果的な健診となるよ
う検討を実施 

市の広報･ 
ホームページ 

【目的】 
健康意識の向上 
 
【概要】 
市の広報･ホームページに特定健
康診査、特定保健指導、健康に関
する情報を掲載 

・保険年金課が主体とな
り、記事の内容については
保健センターと調整し、記
事の回数や時期について
は広報担当部署と調整し
て実施 

・引き続き、広報に｢健向
ナビ｣をシリーズ化して記
事を掲載できるよう広報
担当部署と打ち合せを実
施し、掲載する記事の内容
について保健センター、委
託業者と検討を実施 

※暫定値･検証中のものは令和 2年度修正時に令和元年度の実績値を記入する。 
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アウトプット評価 アウトカム評価 

指標・目標値 
現状値 

(令和元年度) 
指標・目標値 

現状値 
(令和元年度) 

環境の整備 

・意見交換会を年 4 回以
上実施 

・意見交換会を含めた事
業実施にかかる打合せを
10 回実施 

・毎年、データヘルス計画
の見直しを実施 

・事業が効果的かつ効率
的になるようデータヘル
ス計画の見直しを実施 

働く世代から健康意識を高めるポピュレーションアプローチ 

・ポイント対象事業数の
拡大(30 事業以上) 
 
・まいか交付者数 
平成 30 年度:300 人 
令和 元年度:350 人 
令和 ２年度:400 人 
 
 
 
 
 
 
 
・協力店舗の拡大 

・ポイント対象事業 
111 事業 

 
・まいか交付者数 
平成 30 年度:544 人 
令和 元年度:594 人 
(内、小学生 433 人) 
(令和 2年 2月 29日現在) 
・商品券申請者数 
平成 30 年度:125 人 
令和 元年度:129 人 
(小学生対象外) 
(令和 2年 2月 29日現在) 
 
・まいか協力店舗数 
平成 29 年度:23 店 
平成 30 年度:32 店 
令和 元年度:37 店 

5 店増 

・特定健診の問診票や健
康ポイントのアンケート
から健康意識の改善 
 
・参加者、達成者数の拡大 

・健康ポイントのアンケ
ートから健康意識の改善
が確認できた者:156 人 
(令和 2年 2月 29日現在) 
 
・まいか交換者数の増加
率(前年比):112.6% 
(令和 2年 2月 29日現在) 
 
・商品券交換者数の増加
率(前年比):103.2% 
(令和 2年 2月 29日現在) 

・定員に対する受診率
(100%) 

・令和元年度定員に対す
る受診率 

78.2% 
(定員 340 人に対し、受診
者 266 人) 

・定員に対する受診率の
向上(100%) 

・令和元年度定員に対す
る受診率 

78.2% 
(平成 30 年度定員に対す
る受診率 97.6%) 
前年比 19.4%減 

・定期的なホームページ
掲載内容の更新 
 
・年 2 回広報へ健康に関
する情報の掲載 
 
・随時、特定健康診査と特
定保健指導実施に関する
情報の広報とホームペー
ジへの掲載 

・年 2回広報掲載 
(11 月、3月) 
 
 
 
 
・特定健康診査(5～2 月)
と特定保健指導(6～3 月)
実施に関する情報の広報
とホームページへの掲載 

・特定健診受診率の向上 
(前年比 2%増) 
 
 
 
 
・特定保健指導利用率の
向上 
(前年比 6%増) 

・特定健診受診率 
43.5% 

(平成 30 年度法定報告
値) 
前年比 1.1%減 
 
・特定保健指導利用率 

25.3% 
(平成 30 年度法定報告
値) 
前年比 3.8%増 
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事業名 目的及び概要 ストラクチャー評価 プロセス評価 

特定健診受診率の向上 

特定健診 

【目的】 
生活習慣病リスクの早期発見 
 
【概要】 
市内医療機関にて実施 

・医師会に依頼して市内
医療機関で実施 
 
・協会けんぽと連携した
集団健診及び市外医療機
関の活用をした実施につ
いては引き続き検討 

・案内のマンネリ化を防
ぐため、受診券に同封する
チラシを変更した 
 
・受診しやすい環境整備
のため、新規医療機関でも
特定健診実施ができるよ
うにした 

特定健診 
未受診者対策 

【目的】 
特定健診受診率向上 
 
【概要】 
①未受診者への通知･電話による
受診勧奨 
②他機関受診者等へ結果提供依頼
通知を送付 

①電話による受診勧奨は、業
者に委託することにより実
施 
ハガキによる受診勧奨は、保
険年金課で作成したハガキ
を送付 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
②結果提供依頼については、
電話受診勧奨にて委託業者
から効率的に啓発を実施 

①電話による受診勧奨は、委
託業者と打合せのほか、随時
メールや電話で意思疎通を
図ることで、スムーズに事業
を実施することができた 
電話詐欺の影響により、電話
での受診勧奨に対する不信
感や不安感が住民にあるた
め、広報や受診券・保険証送
付時にチラシを入れて周知
を図った 
電話での受診勧奨の継続に
ついて検討を実施 
ハガキによる勧奨は、送付
時期を電話勧奨前にするこ
とにより、電話勧奨が効果
的になるようにした 
 
②結果提供は、引き続き電
話による受診勧奨時に実施
し、返信率を高めるため
に、依頼文にマスクを同封
した 

特定保健指導終了率の向上 

特定保健指導 

【目的】 
メタボリックシンドロームによる
リスク保有者の生活習慣病予防及
び改善 
 
【概要】 
①市内医療機関にて個別実施 
②委託業者にて訪問による方法で
個別実施 

①医師会に依頼して、市内
医療機関で実施 
 
 
 
②保険年金課が主体とな
り、業者に委託して実施 

①利用しやすい環境整備
のため、新規医療機関でも
特定保健指導が実施でき
るようにした 
 
②委託業者と打合せをし
て、案内の内容、訪問場所、
スケジュールを具体的に
決めて実施 

特定保健指導 
未実施者対策 

【目的】 
特定保健指導の利用率向上 
 
【概要】 
①健診当日の保健指導実施 
②未実施者への通知･電話勧奨 

①医師会に依頼して、市内
医療機関で実施 
 
 
 
②利用率向上のため、電話
による利用勧奨から訪問
による特定保健指導の予
約を一体で出来るように
するため同じ委託業者で
実施 

①利用しやすい環境整備
のため、新規医療機関でも
特定保健指導が実施でき
るようにした 
 
②利用しやすい環境整備
のため、情報通信技術を活
用した遠隔面接を実施で
きるようにした 
再勧奨の利用案内通知を
1 月下旬に発送した 
電話利用勧奨の進捗状況
の把握     66.7% 

(令和 2年 2 月現在) 
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アウトプット評価 アウトカム評価 

指標・目標値 
現状値 

(令和元年度) 
指標・目標値 

現状値 
(令和元年度) 

特定健診受診率の向上 

・特定健診受診率(60%) 
 
 
 
・40～64 歳の特定健診受
診率(30%) 

・特定健診受診率 
43.5% 

(平成30年度法定報告値) 
 
・40～64 歳の特定健診受 
診率 
17.7%(1,567人/8,851人) 
(令和元年 12 月健診受診
分まで) 

・特定健診受診率の向上
(前年比 2%増) 

・特定健診受診率 
43.5% 

(平成30年度法定報告値) 
前年比 1.1%減 

・電話勧奨実施者数 
(4,000 人) 
 
 
・電話勧奨できた率 
(40.0%) 
 
 
 
 
 
 
 
・勧奨はがき送付数 
(10,000 通) 
 
 

・電話勧奨実施者数 
4,000 人 

 
 
・電話勧奨できた率 

全体 61.7% 
40～59 歳 58.5% 

 
 
 
 
 
 
・勧奨はがき送付数 

13,566 通 
(8 月下旬発送、令和元年
度未受診者) 

・電話勧奨完了者の健診
受診率 
(前年比 3%増) 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
・勧奨ハガキ送付者の健
診受診率 
(27.0%) 

・電話勧奨完了者の健診
受診率 

全体 11.1% 
40～59 歳  6.7% 

(令和元年 12 月健診受診
分まで) 
(平成 30 年度電話勧奨完
了者の健診受診率:全体 
27.3%、40～59 歳 17.2% 
) 
前年比 
 全体 16.2%減 
 40～59 歳 10.5%減 
 
・勧奨ハガキ送付者の健
診受診率 

13.2% 
(令和元年 12 月健診受診
分まで) 

 

特定保健指導終了率の向上 

・特定保健指導の実施率
の向上(60%) 
 
・特定保健指導の終了率
の向上 
(前年比 3%増) 

・特定保健指導利用率 
25.3% 

(平成 30 年度法定報告
値) 
 
・特定保健指導の終了率 

21.2% 
(平成30年度法定報告値) 
前年比 5.1%増 

・実施者の改善率の向上 
(28.9%→35.0%) 
※改善とは、動機付け支
援または積極的支援対象
者から情報提供群へ、積
極的支援から動機付け支
援対象者へシフトする場
合 

・実施者の改善率 
38.0% 

(平成 30 年度実施者の改
善率 35.8%) 
前年比 2.2%増 

・医療機関での特定保健
指導利用者数 
 
 
 
 
 
・特定保健指導利用勧奨
実施者数 
(600 人) 

・医療機関での特定保健
指導利用者数 

92 人 
(内、64 人早期実施) 

(令和 2年 1 月特定保健
指導利用分まで) 
 
・特定保健指導利用勧奨
実施者数 

465 人 
 
 

・特定保健指導終了率の
向上 
(前年比 5%増) 
 
 
 
 
・特定保健指導利用勧奨
完了者の利用率 
(前年比 5%増) 

・特定保健指導終了率 
21.2% 

(平成 30 年度法定報告
値) 
前年比 5.1%増 
 
 
 
・特定保健指導利用勧奨
完了者の利用率 

7.9% 
(令和 2年 1月特定保健指
導利用分まで) 

 



6 

 

事業名 目的及び概要 ストラクチャー評価 プロセス評価 

生活習慣病予備群の減少と早期介入による重症化予防 

医療機関 
未受診者対策 

【目的】 
健診有所見者の生活習慣病重症化
予防 
 
【概要】 
健診結果で血圧、血糖、脂質が有
所見であり、医療機関の受診が確
認できない者に対して、通知･電話
による医療受診勧奨を実施 

・保険年金課主体で実施 
 
・対象者抽出や通知のデ
ザイン、印刷を業者に委託
して実施 
 

・委託業者と打合せをし
て、事業のスケジュール、
対象者抽出条件、電話勧奨
方法等を具体的に決めて
実施 
 
・医療機関受診勧奨通知
は個別の要医療該当項目
を明記した通知文を作成
し、要医療該当項目予防に
関するパンフレットを同
封して送付した 

重症化予防 

【目的】 
糖尿病が重症化するリスクが高い
未受診者、受診中断者を医療に結
び付けることで糖尿病性腎症を抑
制 
 
【概要①】 
対象者に対して、個別に状況を確
認後、適切な措置を実施(通知･電
話による医療機関受診勧奨、生活
習慣病指導) 

・保険年金課主体で実施 
 
・対象者抽出や通知のデ
ザイン、印刷を業者に委託
して実施 
 

・委託業者と打合せをし
て、事業のスケジュール、
対象者抽出条件、電話勧奨
方法等を具体的に決めて
実施 
 
・医療機関受診勧奨通知
は個別の糖尿病性腎症の
ステージを明記した通知
文を作成し、糖尿病性腎症
についてのパンフレット
を同封して送付した 

【概要②】 
糖尿病性腎症又は糖尿病の患者
に、かかりつけ医と協力しながら
プログラムを実施することで自己
の健康管理意識を向上させ透析治
療等への移行を阻止または重症化
を遅らせる 

・保険年金課主体で実施 
 
・対象者抽出や案内通知
の作成、保健指導を業者に
委託して実施 
 
・かかりつけ医に対象者
への参加協力依頼をした 
 

・委託業者と打合せをし
て、事業のスケジュール、
対象者抽出条件、電話参加
勧奨方法等を具体的に決
めて実施 
 
・医師会や糖尿病専門医
と事業の情報共有をして、
協力依頼をした 

【概要③】 
血糖等の値が基準値より高く、糖
尿病のリスクがある者に対して早
い段階で生活習慣を見直し、重症
化を予防するために生活習慣病予
防相談や予備群に対する改善教育
を実施 

・保険年金課主体で保健
センターと連携して実施 

・保健センターと打合せ
をして、事業のスケジュー
ル、対象者抽出条件、発送
時期等を具体的に決めて
実施 
 
・案内通知に糖尿病に関
するパンフレットを同封
して送付した 

【概要④】 
糖尿病性腎症重症化予防プログラ
ムを修了した者に対して、継続し
た体調の確認と自己管理を支援す
ることにより、人工透析への移行
や重症化を遅らせる 

・保険年金課主体で実施 
 
・案内通知の作成、フォロ
ーアップ支援を業者に委
託して実施 

・委託業者と打合せをし
て、事業のスケジュール、
電話参加勧奨方法等を具
体的に決めて実施 
 
・委託業者の電話勧奨後、
不参加の者に対し保険年
金課から電話をして意思
確認をした 
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アウトプット評価 アウトカム評価 

指標・目標値 
現状値 

(令和元年度) 
指標・目標値 

現状値 
(令和元年度) 

生活習慣病予備群の減少と早期介入による重症化予防 

・医療機関受診勧奨通知
実施者数 
(各年度の実施計画によ
る人数) 

・医療機関受診勧奨実施
者数 
7 月 31 日発送 
通知:356 人 

(内、電話指導:258 人 
(内、勧奨完了者 148 人)) 
 

・実施者の医療機関受診
率の向上 
(前年比 5%増) 
(平成 28 年度:23.7%) 
 
 
・医療機関受診に対する
肯定的な回答の率 
(肯定的な返答者/勧奨完
了者) 

・実施者の医療機関受診
率        14.2% 
(平成 30 年度医療機関受
診率 14.0%) 
前年比 0.2%増 
 
・医療機関受診に対する
肯定的な回答の率 

45.3%(67 人/148 人) 
(平成 30 年度医療機関受
診に対する肯定的な回答
の率 52.9%) 
前年比 7.6%減 

・医療機関受診勧奨実施
者数 
(各年度の実施計画によ
る人数)  

・医療機関受診勧奨実施
者数 
7 月 31 日発送 

 通知：26 人 
(内、勧奨完了者 16 人) 
 

・実施者の医療機関受診
率の向上 
(前年比 3%増) 
 
 
 
・医療機関受診に対する
肯定的な回答の率 
(肯定的な返答者/勧奨完
了者) 

・実施者の医療機関受診
率        28.0% 
(平成 30 年度医療機関受
診率 16.7%) 
前年比 11.3%増 
 
・医療機関受診に対する
肯定的な回答の率 

87.5%(14 人/16 人) 
(平成 30 年度医療機関受
診に対する肯定的な回答
の率 66.7%) 
前年比 20.8%増 

・保健指導実施者数 
(各年度の実施計画によ
る人数) 

・保健指導実施者数 
6 人 

(参加勧奨対象者 93 人の
内、6 人実施) 
※実施者 6人の内、１人
は途中中断 

・実施者の病期悪化防止
率 

・令和 2 年度の健診結果
で評価予定 
(平成 30 年度実施者の病
期悪化防止率 100%(令和
元年 12 月健診受診分ま
で)) 

・相談実施者の意識改善
(アンケート) 
 
・勧奨を実施した者の内、
相 談 を 受 け た 者 の 率
(10%) 

・アンケート内容検討中
のため未実施 
 
・勧奨を実施した者の内、
相談を受けた者の率 

1.8% 
(勧奨対象者 782 人の内、
14 人相談実施) 
(令和 2年 2 月相談実施
分まで) 

・健診結果の改善(HbA1c、
空腹時血糖) 

・令和 2 年度の健診結果
で評価予定 
(平成 30 年度実施者 
HbA1c 改善率 70.6%、空腹
時血糖改善率 55.6%) 

・フォローアップ支援実
施者数 
(各年度の実施計画によ
る人数) 

・フォローアップ支援実
施者数      12 人 
(対象者 15 人の内、12 人
実施) 

・実施者の自己管理意識
の改善 
 
・実施者の健診結果維持
改善率(HbA1c、eGFR) 

・実施者の自己管理意識
の改善      100% 
 
・実施者の健診結果維持
改善率(Ｈ30→Ｒ1) 
HbA1c 100%(2 人中 2人) 
eGFR 100%(2 人中 2人) 

(令和元年 12 月健診受診
分まで) 
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事業名 目的及び概要 ストラクチャー評価 プロセス評価 

生活習慣病における医療機関未治療者の減少と早期介入による重症化予防 

早期介入 
保健指導事業 

【目的】 
生活習慣病発症の予防 
 
【概要】 
HbA1c が 5.6%以上 6.4%以下であ
り、生活習慣病にて医療機関未受
診者(特定保健指導対象者は含ま
ない)を対象とした集団形式の教
室を実施 

・保健センターと連携し
て、保険年金課主体で実施 
 
・対象者抽出や案内通知
のデザイン、教室(講師･内
容)等を業者に委託して実
施 
 

・教室の形態を1回から連
続 2回講座にした。 
 
・保健センターに機材の
借用や啓発用パネルやパ
ンフレットの提供依頼を
した 

各種がん検診受診率増加及び要精検者へのフォロー強化 

各種がん検診 

【目的】 
5 大(乳、子宮、大腸、胃、肺)がん
の早期発見 
 
【概要】 
費用の一部補助による検診実施 

・医師会に委託し、市内医
療機関で実施(個別検診) 
 
 
 
 
 
・業者に委託し保健セン
ター等で実施(集団検診) 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
・協会けんぽと連携:集団
検診同時開催と被扶養者
で特定健診未受診者への
勧奨通知での PR を行う 

乳、子宮がん検診は 3月末
までの 10 ヶ月間、その他
のがん検診は 2 月中旬ま
での約 9 ヶ月間、医療機関
で個別検診として実施 
 
・保健センター等では集
団検診を 6 月から 3 月ま
での間で 3回以上実施 
 
・未受診勧奨通知送付 
 
・乳:40 歳に無料クーポン
送付 
・子宮:20 歳に無料クーポ
ン送付 
・大腸:40･45･50･55･60 歳
に無料クーポン送付 
 
・特定健診に胃･大腸･肺
がん検診と血液検査を加
え、人間ドックとした 
 
・協会けんぽと集団検診
同時開催時のセット受付
化(胃･大腸) 
 
・乳幼児健診等来所者へ
のチラシ配布 
 

がん要精検 
未受診者対策 

【目的】 
5 大(乳、子宮、大腸、胃、肺)がん
早期治療の促進 
 
【概要】 
がん検診の要精検未受診者に対
し、通知でフォローを実施 

・保健センター主体で実
施 
 
・がん検診の要精検判定
者の中で、医療機関未受診
者への受診勧奨通知を実
施 
・がん検診受診者に対す
る精密検査の必要性の啓
蒙 

・がん要精検未受診者へ
の受診勧奨通知発送 
・集団がん検診受診者へ
の通知文の変更 
・集団がん検診(大腸が
ん)の結果通知に精検受診
勧奨チラシを同封 
・要精密検査結果を逐次
データベースに反映させ
るため、データ取り込み作
業を月 1 回に増加 
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アウトプット評価 アウトカム評価 

指標・目標値 
現状値 

(令和元年度) 
指標・目標値 

現状値 
(令和元年度) 

生活習慣病における医療機関未治療者の減少と早期介入による重症化予防 

・年間 60 人に実施 
(各 30 人×2 回実施) 
 
 
・集団形式の教室参加者
の意識改善(アンケート) 
※教室実施後のアンケー
トで、今後生活習慣病予
防のためにやってみよう
と思うことがあると答え
た人の率 

・教室参加者数   
1 回目：32 人 
2 回目：27 人 

 
・教室参加者の意識改善
率(アンケート)   

97.1% 
(33 人/34 人) 

(延べ人数:食事 26 人、運
動 21 人、減塩 8 人、その
他 2人) 

・集団形式の教室参加者
の健診結果改善率 
(HbA1c、空腹時血糖) 

・令和 2 年度の健診結果
で評価予定 

各種がん検診受診率増加及び要精検者へのフォロー強化 

・各検診受診率 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
・受診勧奨通知の送付数 
 
 
・乳がん、子宮がん、大腸
がんクーポン配布者数 
 
 
 
 
 
・協会けんぽと集団検診
セット受付件数 

・乳がん(30～59 歳) 
4.3% 

・子宮がん(20～59 歳) 
3.1% 

・大腸がん(40～59 歳) 
3.8% 

・胃がん(40～59 歳) 
1.7% 

・肺がん(40～59 歳) 
1.9% 

 
 
 
 
・受診勧奨通知送付数 

1,635 通 
 
・乳がんクーポン配布者
数       1,705 人 
・子宮がんクーポン配布
者数      1,595 人 
・大腸がんクーポン配布
者数     10,677 人 
 
・協会けんぽと集団検診
同時開催時セット受付数 

134 件 

・胃、大腸、肺がん検診受
診率の向上 
(前年比 2%増) 
 
・乳、子宮がん検診受診率
の向上 
(前年比 1%増) 
 
・乳がん、子宮がん、大腸
がんクーポン配布者の検
診受診率 

・分析中 
 

・各種がん検診要精検未
受診者へ受診勧奨を通知
(100%) 
 

・封書による受診勧奨の
実施数 
年度末に送付予定 

・要精検者受診率の向上 
(前年比 5%増) 

・分析中 
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事業名 目的及び概要 ストラクチャー評価 プロセス評価 

医療費の適正化 

ジェネリック 
医薬品の 
利用促進 

【目的】 
ジェネリック医薬品利用促進によ
る医療費の抑制とあわせ、被保険
者の薬品費の負担軽減 
 
【概要】 
1 薬剤あたりの差額が 200 円以上
の場合に軽減効果額等を記載した
はがきを送付(4 回/年) 

・保険年金課主体で、国保
連合会にハガキの作成を
依頼し、対象となる品目を
変えて 2 パターンで通知 
※パターン 1：高脂血症用
剤、消化性潰瘍用剤、鎮痛･
鎮痒･収斂･消炎剤、糖尿病
用剤、他に分類されない代
謝性医薬品、その他のアレ
ルギー用剤 
※パターン 2:不整脈用
剤、血圧降下剤、血管拡張
剤、高脂血症用剤、血液凝
固阻止剤、その他の血液･
体液用剤 

・事業のスケジュールを
決めて、国保連合会に依頼
して実施 
 
・ジェネリック医薬品を
広く周知するため、12 月
発送分のみ 1 薬剤あたり
の差額を 100 円以上とし
てハガキを送付した 

重複･頻回 
受診対策 

【目的】 
不適正受診の減少 
 
【概要】 
重複･頻回受診者へ通知･電話での
指導を実施 

・保健センターと地域包
括ケア推進課と連携し、保
険年金課主体で実施 
 
・対象者候補の抽出と対
象者への電話指導を業者
に委託して実施 

・委託業者と打合せをし
て、事業のスケジュール、
対象者抽出条件、電話勧奨
方法等を具体的に決めて
実施 
 
・重複･頻回受診指導対象
者の検討会を開催し、保健
センターと地域包括ケア
推進課と検討して決めた 

重複服薬者 
対策 

【目的】 
不適正服薬者の減少 
 
【概要】 
重複服薬者へ通知による指導を実
施 

・保険年金課主体で、国保
連合会に通知文の作成を
依頼して実施 

・抽出対象者を課内で話
し合い決めた 
 
・初めての事業のため、運
用ルールを決めた 
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アウトプット評価 アウトカム評価 

指標・目標値 
現状値 

(令和元年度) 
指標・目標値 

現状値 
(令和元年度) 

医療費の適正化  

・年 4 回の対象者への配
布(100%実施) 

・対象者への配布回数 
4 回 

パターン 1 
 7 月     284 通 
12 月     462 通 
パターン 2 
10 月     484 通 

 3 月     333 通 

・ジェネリック利用率の
向上 
(前年比 1%増) 

・ジェネリック利用率 
75.7% 

(平成 31 年 2月診療分か
ら令和 2 年 1月診療分ま
で) 
(平成 30 年度ジェネリッ
ク利用率 72.3%) 
(参考) 
旧指標 
ジェネリック利用率 
平成 29 年度   67.3% 
平成 30 年度   73.8% 
 
旧指標:薬品品数から求
めた利用率(県の基準) 
新指標：数量シェアから
求めた利用率(国の基準) 
※平成31年度から国の基
準へ変更 

・対象者への指導率 
(100%) 
 

・対象者への指導率 
100% 

(通知･電話指導 11 名) 
 

・指導した対象者の受診
適正化率の向上 

・指導した対象者の受診
適正化率    50.0% 
重複受診  0.0% 

(0人/1人) 
頻回受診 62.5% 

(5人/8人) 
 重複服薬 33.3% 
       (1人/3人) 
 
(平成 30 年度受診適正化
率 76.9%) 
前年比 26.9%減 

・対象者への通知数 ・対象者への通知数 
       延べ 10 通 
(5 月 1 通、8月 2通、9
月 1通、11 月 2 通、12
月 1通、2月 3通) 
(通知者の実人数 5 人) 

・通知した対象者の服薬
適正化率の向上 

・通知した対象者の服薬
適正化率    20.0% 

(5 人中 1 名改善) 
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3.実施計画の評価(平成 30 年度実施分) 

第 2 期計画(平成 30 年度修正版)の実施計画の評価について、暫定値･検証中としていた事業

の実績値を 14～23 ページの表にまとめました。 
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事業名 目的及び概要 ストラクチャー評価 プロセス評価 

環境の整備 

他部署との 
意見交換会 

【目的】 
計画推進基盤づくり 
 
【概要】 
小牧市の健康づくりに関係する部
署と情報交換及び個別保健事業の
見直しに伴う意見交換会の実施 

・保険年金課が主体とな
り実施する 
 
・事業により、保健センタ
ー、地域包括ケア推進課、
委託業者と意見交換会等
を実施 

・実施する事業が効果的
かつ効率的になるような
方法や対象者選定に係る
検討を実施 

働く世代から健康意識を高めるポピュレーションアプローチ 

健康いきいき 
ポイント 

【目的】 
健康意識を高め、自発的な健康の
維持･改善行動を促す 
 
【概要】 
健康行動にポイントを付与し、貯
まったポイントでサービスを受け
る 

・保健センター主体 
 
・市内小学校と連携し、夏
休み期間を活用して、子ど
も版健康いきいきポイン
トを実施し、親子で健康づ
くりに取り組めるよう働
きかけた 

・ポイントを貯めること
で励みとなり、健康づくり
が促進されるよう、チャレ
ンジ期間の延長や親子教
室もポイント対象事業と
し、若い世代の参加を図っ
た 
 
・市内小学校で夏休み期
間に、子ども版健康いきい
きポイントのチャレンジ
シートを配布した 
 
・プレミアム商品券登録
店の中から飲食店、理･美
容店を中心に計 389 店舗
へまいか協力店舗依頼文
を送付するとともに、個々
に店舗巡回をして拡大に
向けた周知を図った 

ヤング健診 

【目的】 
若い頃からの健診及び指導を受け
る機会の提供をし、健康と生活習
慣を振り返るきっかけとする 
 
【概要】 
健診受診機会のない 35～39 歳の
者に対し、メタボリックシンドロ
ーム予防のための血液検査を取り
入れた健診を行うことで自分の体
を知り、早い時期から生活習慣病
の予防につなげる 

・保健センター主体 
 
・平成 30年度内に 35歳に
なる者に受診勧奨の個別
通知を実施 

・多くの対象者が受診で
きるよう平成 30 年 6 月～
平成 31 年 1 月までの間に
健診日を 5日設定 
 
・対象年齢が重なる乳が
ん(超音波)検診と同日受
診できるよう保健センタ
ー係間で調整し、健診日時
を設定 
 
・ヤング健診に関する情
報の広報とホームページ
への掲載 

市の広報･ 
ホームページ 

【目的】 
健康意識の向上 
 
【概要】 
市の広報･ホームページに特定健
康診査、特定保健指導、健康に関
する情報を掲載 

・保険年金課が主体とな
り、記事の内容については
保健センターと調整し、記
事の回数や時期について
は広報担当部署と調整し
て実施 

・広報に｢健向ナビ｣をシ
リーズ化して記事を掲載
できるよう広報担当部署
と打ち合せを実施し、掲載
する記事の内容について
保健センター、委託業者と
検討を実施 

※暫定値･検証中のものは令和元年度修正時に平成 30 年度の実績値を記入する。 
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アウトプット評価 アウトカム評価 

指標・目標値 
現状値 

(平成 30 年度) 
指標・目標値 

現状値 
(平成 30 年度) 

環境の整備 

・意見交換会を年 4 回以
上実施 

・意見交換会を含めた事
業実施にかかる打合せを
7 回実施 
(4/25、5/24、6/4、6/27、
8/9、9/25、11/22) 

・毎年、データヘルス計画
の見直しを実施 

・事業が効果的かつ効率
的になるようデータヘル
ス計画の見直しを実施 

働く世代から健康意識を高めるポピュレーションアプローチ 

・ポイント対象事業数の
拡大(30 事業以上) 
 
・まいか交付者数 
平成 30 年度:300 人 
令和 元年度:350 人 
令和 ２年度:400 人 
 
 
 
 
 
 
・協力店舗の拡大 

・ポイント対象事業 
78 事業 

 
・まいか交付者数 
平成 30 年度:544 人 
(内、小学生 401 人) 
 
 
・商品券申請者数 
平成 30 年度:125 人 
(小学生対象外) 
 
 
・まいか協力店舗数 
平成 29 年度:23 店 
平成 30 年度:32 店 

9 店増 

・特定健診の問診票や健
康ポイントのアンケート
から健康意識の改善 
 
・参加者、達成者数の拡大 

・健康ポイントのアンケ
ートから健康意識の改善
が確認できた者:133 人 
 
・まいか交換者数の増加
率(前年比):104% 
・商品券交換者数の増加
率(前年比):260% 

・定員に対する受診率
(100%) 

・平成 30 年度定員に対す
る受診率 

97.6% 
(定員 340 人に対し、受診
者 332 人) 

・定員に対する受診率の
向上(100%) 

・平成 30 年度定員に対す
る受診率 

97.6% 
(平成 29 年度定員に対す
る受診率 78.8%) 
前年比 18.8%増 

・定期的なホームページ
掲載内容の更新 
 
・年 4 回広報へ健康に関
する情報の掲載 
 
・随時、特定健康診査と特
定保健指導実施に関する
情報の広報とホームペー
ジへの掲載 

・年 2回広報掲載 
(11 月、3月) 
 
 
 
 
・特定健康診査(5～2 月)
と特定保健指導(6～3 月)
実施に関する情報の広報
とホームページへの掲載 

・特定健診受診率の向上 
(前年比 2%増) 
 
 
 
・特定保健指導利用率の
向上 
(前年比 6%増) 

・特定健診受診率 
44.6% 

(平成 29 年度法定報告
値) 
前年比 0.6%増 
 
・特定保健指導利用率 

21.5% 
(平成 29 年度法定報告
値) 
前年比 1.8%減 
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事業名 目的及び概要 ストラクチャー評価 プロセス評価 

特定健診受診率の向上 

特定健診 

【目的】 
生活習慣病リスクの早期発見 
 
【概要】 
市内医療機関にて実施 

・医師会に依頼して市内
医療機関で実施 
 
・協会けんぽと連携した
集団健診及び市外医療機
関の活用をした実施につ
いては引き続き検討 

・案内のマンネリ化を防
ぐため、受診券に同封する
チラシを変更した 
 
・受診しやすい環境整備
のため、新規医療機関でも
特定健診実施ができるよ
うにした 

特定健診 
未受診者対策 

【目的】 
特定健診受診率向上 
 
【概要】 
①未受診者への通知･電話による
受診勧奨 
②他機関受診者等へ結果提供依頼
通知を送付 

①電話による受診勧奨は、
業者に委託することによ
り実施 
ハガキによる受診勧奨は、
国保連合会作成と保険年
金課作成の 2 種類のハガ
キを送付 
 
②結果提供依頼について
は、電話受診勧奨にて委託
業者から効率的に啓発を
実施 

①電話による受診勧奨に
ついては、効果的な説明を
委託業者と打合せで決め
た 
｢健診が無料｣ということ
を啓発することで、受診率
向上を目指す 
ハガキによる勧奨では、保
険年金課作成のものを見
直し、大きさデザインを一
新した 
電話による勧奨と合わせ
て｢健診が無料｣というこ
とを大きく明記した 
 
②結果提供については効
率化をはかり、個別通知で
はなく、電話による受診勧
奨時に詳しく説明してか
ら結果提供してもらうこ
とにより理解を得るよう
にした 

特定保健指導終了率の向上 

特定保健指導 

【目的】 
メタボリックシンドロームによる
リスク保有者の生活習慣病予防及
び改善 
 
【概要】 
①市内医療機関にて個別実施 
②委託業者にて訪問による方法で
個別実施 

①医師会に依頼して、市内
医療機関で実施 
 
②保険年金課が主体とな
り、業者に委託して実施 

①利用しやすい環境整備
のため、新規医療機関でも
特定保健指導が実施でき
るようにした 
 
②委託業者と打合せをし
て、案内の内容、訪問場所、
スケジュールを具体的に
決めて実施 

特定保健指導 
未実施者対策 

【目的】 
特定保健指導の利用率向上 
 
【概要】 
①健診当日の保健指導実施 
②未実施者への通知･電話勧奨 

①医師会に依頼して、市内
医療機関で実施 
 
②利用率向上のため、電話
による利用勧奨から訪問
による特定保健指導の予
約を一体で出来るように
するため同じ委託業者で
実施 

①利用しやすい環境整備
のため、健診当日に特定保
健指導が実施できるよう
にした 
 
②特定保健指導案内通知
から電話による利用勧奨
及び予約までの流れにつ
いて委託業者と打合せで
決めて実施 
短期間での評価が出来る
ように、電話による利用勧
奨の報告書を委託業者か
ら 1～2 ヵ月に一度提出し
てもらうようにした 



17 

 

アウトプット評価 アウトカム評価 

指標・目標値 
現状値 

(平成 30 年度) 
指標・目標値 

現状値 
(平成 30 年度) 

特定健診受診率の向上 

・特定健診受診率(60%) 
 
 
 
・40～64 歳の特定健診受
診率(30%) 

・特定健診受診率 
44.6% 

(平成29年度法定報告値) 
 
・40～64 歳の特定健診受 
診率 

26.8% 
(2,087 人/7,801 人) 

・特定健診受診率の向上
(前年比 2%増) 

・特定健診受診率 
44.6% 

(平成29年度法定報告値) 
前年比 0.6%増 

・電話による受診勧奨の
実施数 
 
・電話による受診勧奨者
の特定健診受診率の向上 
(前年比 5%増、対象者
5,000 人) 
 
 
・受診勧奨ハガキの送付
数 
 
 
 
 
 
 
・他健診受診者からの結
果提供者率の向上 
(前年比 5%増) 

・電話による受診勧奨の
実施数    4,663 人 
 
・電話による受診勧奨者
の特定健診受診率 

27.3% 
(964 人/3,535 人) 

 
 
・国保連合会作成ハガキ 
8 月下旬発送 
過去未受診者 4,181 通 
過去単年受診者 857 通 
・保険年金課作成ハガキ
10 月下旬発送 
平成 30 年未受診者

11,627 通 
・他健診受診者からの結
果提供者数    32 人 
(情報提供承諾回答者 74
人の内、情報提供者32人) 

・電話による受診勧奨完
了者における健診受診率
の向上 
(前年比 3%増) 
 
 
 
 
 
 
・他健診受診者からの結
果提供者率の向上 
(前年比 5%増) 

・電話による受診勧奨者
の特定健診受診率 

27.3% 
(平成 29 年度電話による
受診勧奨者の特定健診受
診率 28.1%) 
前年比 0.8%減 
 
 
 
・他健診受診者からの結
果提供者率    33.8% 
(平成 29 年度結果提供者
率 36.5%) 
前年比 2.7%減 

特定保健指導終了率の向上 

・特定保健指導の実施率
の向上(60%) 
 
・特定保健指導の終了率
の向上 
(前年比 3%増) 

・特定保健指導利用率 
21.5% 

 
・特定保健指導の終了率 

16.1% 
(平成29年度法定報告値) 
前年比 2.8%減 

・実施者の改善率の向上 
(28.9%→35.0%) 
※改善とは、動機付け支
援または積極的支援対象
者から情報提供群へ、積
極的支援から動機付け支
援対象者へシフトする場
合 

・実施者の改善率 
35.8% 

(平成 29 年度実施者の改
善率 28.9%) 
前年比 6.9%増 

・医療機関での特定保健
指導利用者数 
 
・電話による利用勧奨の
実施者数 
(各年度の実施計画によ
る人数) 
 
・電話による利用勧奨の
実施率 
(勧奨完了者/勧奨実施
者) 

・医療機関での特定保健
指導利用者数   118 人 

(内、88 人早期実施) 
・電話による利用勧奨の
実施者数 

928 人 
 
 
・電話による利用勧奨の
実施率 

68.1%(632 人/928 人) 
※特定保健指導対象者
は、勧奨対象者 928 人と
早期実施者 88 人の人数 

・特定保健指導終了率の
向上 
(前年比 5%増) 
 
 
・利用勧奨完了者の特定
保健指導利用率の向上 
(前年比 5%増) 

・特定保健指導終了率 
16.1% 

(平成29年度法定報告値) 
前年比 2.8%減 
 
・利用勧奨完了者の特定
保健指導利用率 

30.4% 
(平成 29 年度利用勧奨者
の特定保健指導利用率
18.1%) 
前年比 12.3%増 
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事業名 目的及び概要 ストラクチャー評価 プロセス評価 

生活習慣病予備群の減少と早期介入による重症化予防 

医療機関 
未受診者対策 

【目的】 
健診有所見者の生活習慣病重症化
予防 
 
【概要】 
健診結果で血圧、血糖、脂質が有
所見であり、医療機関の受診が確
認できない者に対して、通知･電話
による医療受診勧奨を実施 

・保険年金課主体で実施 
 
・対象者抽出や通知のデ
ザイン、印刷を業者に委託
して実施 
 

・委託業者と打合せをし
て、事業のスケジュール、
対象者抽出条件、電話勧奨
方法等を具体的に決めて
実施 
 
・医療機関受診勧奨通知
のマンネリ化を防ぐため、
デザインを一新して、要医
療該当項目のパンフレッ
トを同封して送付した 

重症化予防 

【目的】 
糖尿病が重症化するリスクが高い
未受診者、受診中断者を医療に結
び付けることで糖尿病性腎症を抑
制 
 
【概要①】 
対象者に対して、個別に状況を確
認後、適切な措置を実施(通知･電
話による医療機関受診勧奨、生活
習慣病指導) 

・保険年金課主体で実施 
 
・対象者抽出や通知のデ
ザイン、印刷を業者に委託
して実施 
 

・委託業者と打合せをし
て、事業のスケジュール、
対象者抽出条件、電話勧奨
方法等を具体的に決めて
実施 
 
・医療機関受診勧奨通知
に糖尿病性腎症について
のパンフレットを同封し
て送付した 

【概要②】 
糖尿病性腎症又は糖尿病の患者
に、かかりつけ医と協力しながら
プログラムを実施することで自己
の健康管理意識を向上させ透析治
療等への移行を阻止または重症化
を遅らせる 

・保険年金課主体で実施 
 
・対象者抽出や案内通知
の発送、保健指導を業者に
委託して実施 
 
・かかりつけ医に対象者
への参加協力依頼をした 

・委託業者と打合せをし
て、事業のスケジュール、
対象者抽出条件、電話参加
勧奨方法等を具体的に決
めて実施 
・保健指導に保険年金課
も立会い適切な指導が行
われているか確認した 

【概要③】 
血糖等の値が基準値より高く、糖
尿病のリスクがある者に対して早
い段階で生活習慣を見直し、重症
化を予防するために生活習慣病予
防相談や予備群に対する改善教育
を実施 

・保険年金課主体で保健
センターと連携して実施 
 

・保健センターと打合せ
をして、事業のスケジュー
ル、対象者抽出条件、発送
時期等を具体的に決めて
実施 
 
・案内のマンネリ化を防
ぐため、カラーのチラシを
案内通知に同封した 

【概要④】 
糖尿病性腎症重症化予防プログラ
ムを修了した者に対して、継続し
た体調の確認と自己管理を支援す
ることにより、人工透析への移行
や重症化を遅らせる 

・保険年金課主体で実施 
 
・案内通知の発送、フォロ
ーアップ支援を業者に委
託して実施 

・委託業者と打合せをし
て、事業のスケジュール、
電話参加勧奨方法等を具
体的に決めて実施 
 
・委託業者の電話勧奨後、
不参加の者に対し保険年
金課から電話をして意思
確認をした 
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アウトプット評価 アウトカム評価 

指標・目標値 
現状値 

(平成 30 年度) 
指標・目標値 

現状値 
(平成 30 年度) 

生活習慣病予備群の減少と早期介入による重症化予防 

・医療機関受診勧奨通知
実施者数 
(各年度の実施計画によ
る人数) 

・医療機関受診勧奨実施
者数 
1 回目(10 月 15 日発送) 
通知:138 人 
(内、電話指導:105 人 
(内、勧奨完了者 61 人)) 
2 回目(11 月 27 日発送) 
通知:13 人 
(内、電話指導:10 人 
(内、勧奨完了者 7 人)) 

 

・受診勧奨完了者の医療
機関受診率の向上 
(前年比 5%増) 
(平成 28 年度:23.7%) 
 
 
・医療機関受診に対する
肯定的な回答の率 

・受診勧奨完了者の医療
機関受診率    14.0% 
(平成 29 年度医療機関受
診率 24.4%) 
前年比 10.4%減 
 
・医療機関受診に対する
肯定的な回答の率 

52.9%(36 人/68 人) 
(平成 29 年度医療機関受
診に対する肯定的な回答
の率 52.5%) 
前年比 0.4%増 

・医療機関受診勧奨実施
者数 
(各年度の実施計画によ
る人数)  

・医療機関受診勧奨実施
者数 
1 回目(10 月 15 日発送) 
 通知及び電話指導 

6 人 
(内、勧奨完了者 3 人) 

・受診勧奨完了者の医療
機関受診率の向上 
(前年比 3%増) 
 
 
 
・医療機関受診に対する
肯定的な回答の率 
(肯定的な返答者/勧奨完
了者) 

・受診勧奨完了者の医療
機関受診率    16.7%         
(平成 29 年度医療機関受
診率 29.4%) 
前年比 12.7%減 
 
・医療機関受診に対する
肯定的な回答の率 

66.7%(2 人/3 人) 
(平成 29 年度医療機関受
診に対する肯定的な回答
の率 55.6%) 
前年比 11.1%増 

・保健指導実施者数 
(各年度の実施計画によ
る人数) 

・保健指導実施者数 
15 人 

(参加勧奨対象者108人の
内、15 人実施) 

・実施者の病期悪化防止
率 

・実施者の病期悪化防止
率       100% 
(令和元年 12 月健診受診
分まで) 
( 平成 29 年度実施者
72.7%) 
前年比 27.3%増 

・相談実施者の意識改善
(アンケート) 
 
・勧奨を実施した者の内、
相 談 を 受 け た 者 の 率
(10%) 

・アンケート内容検討中
のため未実施 
 
・勧奨を実施した者の内、
相談を受けた者の率 

5.6%(889 人中 50 人) 
( 平成 29 年度実施者
2.0%(560 人中 11 人)) 

・健診結果の改善 
(HbA1c、空腹時血糖) 

・健診結果の改善 
 HbA1c    70.6% 
空腹時血糖  55.6% 

(令和元年 12 月健診受診
分まで) 
(平成 29 年度実施者 
HbA1c 改善率 22.2%、空腹
時血糖改善率 33.3%) 
前年比 
HbA1c48.4%増 
空腹時血糖 22.3%増 

・フォローアップ支援実
施者数 
(各年度の実施計画によ
る人数) 

・フォローアップ支援実
施者数      11 人 
(対象者 14 人の内、11 人
実施) 

・実施者の自己管理意識
の改善 
 
・実施者の健診結果維持
改善率 

・実施者の自己管理意識
の改善      100% 
 
・実施者の健診結果維持
改善率         
HbA1c 100% 
eGFR  100% 

(令和元年 12 月健診受診
分まで) 
前年比 
HbA1c 50.0%増 
eGFR  25.0%増 
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事業名 目的及び概要 ストラクチャー評価 プロセス評価 

生活習慣病における医療機関未治療者の減少と早期介入による重症化予防 

早期介入 
保健指導事業 

【目的】 
生活習慣病発症の予防 
 
【概要】 
HbA1c が 5.6%以上 6.4%以下であ
り、生活習慣病にて医療機関未受
診者(特定保健指導対象者は含ま
ない)を対象とした集団形式の教
室を実施 

・保健センターと連携し
て、保険年金課主体で実施 
 
・対象者抽出や案内通知
のデザイン、教室(講師･内
容)等を業者に委託して実
施 
 

・委託業者と打合せをし
て、事業のスケジュール、
対象者抽出条件、案内チラ
シのデザイン、教室の内容
等を具体的に決めて実施 
 
・保健センターに機材の
借用や啓発用パネルやパ
ンフレットの提供依頼を
した 

各種がん検診受診率増加及び要精検者へのフォロー強化 

各種がん検診 

【目的】 
5 大(乳、子宮、大腸、胃、肺)がん
の早期発見 
 
【概要】 
費用の一部補助による検診実施 

・医師会に委託し、市内医
療機関で実施(個別検診) 
 
 
 
 
・業者に委託し保健セン
ター等で実施(集団検診) 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
・協会けんぽと連携:集団
検診同時開催と被扶養者
で特定健診未受診者への
勧奨通知での PR を行う 

・乳、子宮がん検診は 3月
末までの 10 ヵ月間、その
他のがん検診は 2 月中旬
までの約 9ヵ月間、医療機
関で個別検診として実施 
 
・保健センター等では集
団検診を 6 月から 3 月ま
での間で 3回以上実施 
 
・未受診勧奨通知送付 
 
・乳:40 歳に無料クーポン
送付 
・子宮:20 歳に無料クーポ
ン送付 
・大腸:40･45･50･55･60 歳
に無料クーポン送付 
 
・特定健診に胃･大腸･肺
がん検診と血液検査を加
え、人間ドックとした 
 
・協会けんぽと集団検診
同時開催時のセット受付
化(胃･大腸) 
 
・乳幼児健診等来所者へ
のチラシ配布 
・PR ポスター掲示 

がん要精検 
未受診者対策 

【目的】 
5 大(乳、子宮、大腸、胃、肺)がん
早期治療の促進 
 
【概要】 
がん検診の要精検未受診者に対
し、通知でフォローを実施 

・保健センター主体で実
施 
 
・がん検診の要精検判定
者の中で、医療機関未受診
者への受診勧奨通知を実
施 

・封書による未受診勧奨
の内容の検討(他市町村へ
のアンケート実施) 
 
・がん要精検未受診者へ
の受診勧奨通知発送 
(年 3 回) 
 
・要精密検査結果を逐次
データベースに反映させ
るため、データ取り込み作
業を月 1 回に増加 
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アウトプット評価 アウトカム評価 

指標・目標値 
現状値 

(平成 30 年度) 
指標・目標値 

現状値 
(平成 30 年度) 

生活習慣病における医療機関未治療者の減少と早期介入による重症化予防 

・年間 60 人に実施 
(各 30 人×2 回実施) 
 
・集団形式の教室参加者
の意識改善(アンケート) 

・教室参加者数  75 人 
(3/8:37 人、3/12:38 人) 
 
・教室参加者の意識改善
率(アンケート)  100% 
(｢生活習慣の改善が必要
か｣の質問に教室前｢いい
え(4 人)｣→教室後｢はい
(4 人)｣と回答した人の
率) 

・集団形式の教室参加者
の健診結果改善率 
(HbA1c、空腹時血糖) 

・集団形式の教室参加者
の健診結果改善率 
 HbA1c        60.0% 
空腹時血糖  61.5% 

(令和元年 12 月健診受診
分まで) 
 
 

各種がん検診受診率増加及び要精検者へのフォロー強化 

・各検診受診率 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
・受診勧奨通知の送付数 
 
 
・乳がん、子宮がん、大腸
がんクーポン配布者数 
 
 
 
 
 
・協会けんぽと集団検診
セット受付件数 

・乳がん(30～59 歳) 
6.0% 

・子宮がん(20～59 歳) 
4.2% 

・大腸がん(40～59 歳) 
5.2% 

・胃がん(40～59 歳) 
2.4% 

・肺がん(40～59 歳) 
2.9% 

※平成 30年 6～12月末の
実績を平成 30年 4月 1日
現在の人口で割ったもの 
 
・受診勧奨通知送付数 

4,369 通 
 
・乳がんクーポン配布者
数       1,059 人 
・子宮がんクーポン配布
者数       856 人 
・大腸がんクーポン配布
者数     10,575 人 
 
・協会けんぽと集団検診
同時開催時セット受付数 

63 件 

・胃、大腸、肺がん検診受
診率の向上 
(前年比 2%増) 
 
・乳、子宮がん検診受診率
の向上 
(前年比 1%増) 
 
・乳がん、子宮がん、大腸
がんクーポン配布者の検
診受診率 

・乳がん(30～59 歳) 
6.0% 

前年比 0.04%増 
・子宮がん(20～59 歳) 

4.2% 
前年比 0.03%増 

・大腸がん(40～59 歳) 
5.2% 

前年比 0.28%増 
・胃がん(40～59 歳) 

2.4% 
前年比 0.04%増 

・肺がん(40～59 歳) 
2.9% 

前年比 0.19%減 
 
 
乳がんクーポン配布者の
健診受診率 

11.8% 
子宮がんクーポン配布者
の健診受診率 

7.2% 
大腸がんクーポン配布者
の健診受診率 

11.4% 
 

・各種がん検診要精検未
受診者へ受診勧奨を通知
(100%) 
 

・封書による受診勧奨の
実施数 
第 1回:258 件 
(253 名対象) 
第 2回:299 件 
(312 名対象) 
第 3回:178 件 
(182 名対象) 

・要精検者受診率の向上 
(前年比 5%増) 

・子宮がん要精検者受診
率        55.0% 

前年比 8.3%減 
・乳がん要精検者受診率 

73.0% 
前年比 3.9%減 

・大腸がん要精検者受診
率               50.0% 

前年比 10.2%減 
・胃がん要精検者受診率 

68.4% 
前年比 1.4%増 

・肺がん要精検者受診率 
71.1% 

前年比 6.1%増 
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事業名 目的及び概要 ストラクチャー評価 プロセス評価 

医療費の適正化 

ジェネリック 
医薬品の 
利用促進 

【目的】 
ジェネリック医薬品利用促進によ
る医療費の抑制とあわせ、被保険
者の薬品費の負担軽減 
 
【概要①】 
1 薬剤あたりの差額が 200 円以上
の場合に軽減効果額等を記載した
はがきを送付(4 回/年) 

・保険年金課主体で、国保
連合会にハガキの作成を
依頼し、対象となる品目を
変えて 2 パターンで通知 
※パターン 1：高脂血症用
剤、消化性潰瘍用剤、鎮痛･
鎮痒･収斂･消炎剤、糖尿病
用剤、他に分類されない代
謝性医薬品、その他のアレ
ルギー用剤 
※パターン 2:不整脈用
剤、血圧降下剤、血管拡張
剤、高脂血症用剤、血液凝
固阻止剤、その他の血液･
体液用剤 

・委託業者と打合せをし
て、事業のスケジュールや
抽出条件を決めて、年齢や
病名等による分析が可能
になるようデータベース
を構築して実施 

【概要②】 
ジェネリック医薬品の使用状況を
年齢別に類型化し、服薬者の多い
層において、薬品及び病名を分析
した上で、効果的な案内を実施 

・保険年金課主体で実施 
 
・対象者抽出や案内通知
のデザインを業者に委託
して実施 
 

・委託業者と打合せをし
て、事業のスケジュール、
対象者抽出条件、案内チラ
シのデザイン等を具体的
に決めて実施 

重複･頻回 
受診対策 

【目的】 
不適正受診の減少 
 
【概要】 
重複･頻回受診者へ通知･電話での
指導を実施 

・保健センターと地域包
括ケア推進課と連携し、保
険年金課主体で実施 
 
・対象者候補の抽出と対
象者への電話指導を業者
に委託して実施 

・委託業者と打合せをし
て、事業のスケジュール、
対象者抽出条件、電話勧奨
方法等を具体的に決めて
実施 
 
・重複･頻回受診指導対象
者の検討会を開催し、保健
センターと地域包括ケア
推進課と検討して決めた 
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アウトプット評価 アウトカム評価 

指標・目標値 
現状値 

(平成 30 年度) 
指標・目標値 

現状値 
(平成 30 年度) 

医療費の適正化  

・年 4 回の対象者への配
布(100%実施) 

・対象者への配布回数 
4 回 

パターン 1 
 6 月     346 通 
 1 月     455 通 
パターン 2 
 10 月     339 通 
 3 月     395 通 

・ジェネリック利用率の
向上 
(前年比 1%増) 

・ジェネリック利用率 
73.8% 

(平成 29 年度ジェネリッ
ク利用率 67.3%) 
前年比 6.5%増 
 
※平成30年度から国の基
準であるジェネリック利
用の新指標が示されるよ
うになったため、令和元
年度からは新指標を記載
するようにする。(平成 30
年度新指標によるジェネ
リック利用率 72.3%(平成
30 年 4 月診療分から平成
31 年 3月診療分まで)) 

・対象者への配布数 
 
 
 
 
・案内者の切り替え率の
向上 
(前年比 2%増) 
 

・対象者への配布数 
1,402 通 

(9 月 27 日発送、平成 30
年 5月診療分) 
 
・案内者の切り替え率 

37.9% 
(平成30年 10月診療分に
おいて 1,402 人の内、532
人切り替え) 

・対象者のジェネリック
利用率の向上 
(前年比 2%増) 

・対象者のジェネリック
利用率(数量ベース) 
通知前:35.7% 
(平成 30 年 5月診療分) 
通知後:44.0% 
(平成30年 10月診療分) 
通知前後比 8.3%増 

・対象者への指導率 
(100%) 
 

・対象者への指導率 
100% 

(通知･電話指導 20 名) 
①重複受診→3 医療機関
以上重複している場合 
②頻回受診→1 医療機関
に12回以上受診している
場合 
③重複服薬→同系医薬品
の投与日数合計が60日を
超える場合 
※①～③を平成 30 年 4～
9 月のレセプトで 1 ヵ月
ごとに確認後、①②③該
当 1人、②該当 17 人、②
③該当 1 人、③該当 1 人
を指導対象とした 

・指導した対象者の受診
適正化率の向上 

・指導した対象者の受診
適正化率    76.9% 
重複受診 対象者なし 
頻回受診 75.0% 
     (9 人/12 人) 

 重複服薬 50.0% 
(1 人/2 人) 

(平成 29 年度受診適正化
率 16.7%) 
前年比 60.2%増 
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4.保健事業実施計画の修正 

抽出した課題、設定した目的と目標について、平成 30 年度および令和元年度実施計画の評価

を踏まえて、令和 2 年度から令和 5 年度の保健事業の重点課題として取り組む事業の実施計画

を修正し、26～35 ページの表にまとめました。 
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課
題 事業名 事業の目的及び概要 

年
齢 

実施計画 

中 

間 

評 

価 

平成 
30 年度 

令和元年度 令和 2 年度 

環境の整備 

1 ア 
他部署との 
意見交換会 

【目的】 
計画推進基盤づくり 
 
【概要】 
小牧市の健康づくり
に関係する部署と情
報交換及び個別保健
事業の見直しに伴う
意見交換会の実施 

－ 

・関係部署と保
健、医療、介護に
関する情報交換
及び、PDCA サイ
クルに沿った個
別保健事業の検
討と評価 

・継続 ・継続 

働く世代から健康意識を高めるポピュレーションアプローチ 

2 ア 
健康いきいき
ポイント 

【目的】 
健康意識を高め、自
発的な健康の維持･
改善行動を促す 
 
【概要】 
健康行動にポイント
を付与し、貯まった
ポイントでサービス
を受ける 

18
～ 

・周知方法の見
直し 
 
・ポイントが獲
得できる健康づ
くり対象事業の
拡大を検討 

・継続 
 
・働く世代に健
康いきいきポ
イントを活用
した健康づく
りの魅力を周
知し、参加者の
増加を図る 
 
・利用者にとっ
て魅力的なま
いかにする 

・継続 
 
・パンフレット
を取り組みや
すく改善して
配布する 
 
 

3 ア ヤング健診 

【目的】 
若い頃からの健診及
び指導を受ける機会
の提供をし、健康と
生活習慣を振り返る
きっかけとする 
 
【概要】 
メタボリックシンド
ローム予防のための
血液検査を取り入れ
た健診を行うことで
自分の体を知り、早
い時期から生活習慣
病の予防につなげる 

35
～
39 

・周知方法の見
直し 
 
・関係機関の協
力で周知推進 
 
・未受診者への
アプローチ方法
の検討 

・継続 ・継続 
 
・効果的な結果
説明会を実施
する 

4 ア 
市の広報･ 

ホームページ 

【目的】 
健康意識の向上 
 
【概要】 
市の広報･ホームペ
ージに特定健康診
査、特定保健指導、健
康に関する情報を掲
載 

－ 

・市の広報、ホー
ムページの掲載
内容の見直し 

・継続 
 
・｢健向ナビ｣と
して年2回健康
等に関する記
事を掲載 

・継続 
 
・「健康ナビ」と
して年1回健康
等に関する記
事を掲載 
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実施計画 目標 

令和 3～5年度 ストラクチャー プロセス アウトプット 
アウトカム 
(短期) 

アウトカム 
(中長期) 

環境の整備 

・中間評価内容
に応じた施策実
施、検討 

・保険年金課主
体 
 
・関連部署によ
る連携 

・各個別事業の
効果検証と評価 
 
・保健事業に関
する意志の共有
化 

・意見交換会を年
4 回以上実施 

・毎年、データヘ
ルス計画の見直
しを実施 

・市全体の健康
課題や施策を反
映させた事業の
展開 

働く世代から健康意識を高めるポピュレーションアプローチ 

・中間評価内容
に応じた施策実
施、検討 

・保健センター
主体 
 
・関連部署によ
る連携 

・適正な実施
(人員確保、予
算、スケジュー
ル) 

・ポイント対象事
業は 30 事業以上
とし、いつでも参
加でき、ポイント
を貯め易くする 
 
・まいか交付者数 
の増加 
 
・協力店舗の拡大 

・特定健診の問
診票や健康ポイ
ントのアンケー
トから健康意識
の改善 
 
・参加者、達成者
数の拡大 

・40-64 歳の特
定健診受診率の
向上 
(27.8%→31.8%) 
 
・40-64 歳の特
定保健指導終了
率向上 
(9.9%→60.0%) 
 
 

・中間評価内容
に応じた施策実
施、検討 

・保健センター
主体 

・適正な実施
(人員確保、予
算、スケジュー
ル) 
 
・他の事業と併
せて開催する等
開催日を参加し
やすい日時で 5
日間実施 

・定員に対する受
診者数(100%) 

・定員に対する
受診者数の向上 
(100%) 

・40 代の特定保
健指導対象者の
減少 

・中間評価内容
に応じた施策の
検討、実施 

・保険年金課主
体 
 
・掲載内容につ
いて関係部署と
検討 

・適正な実施
(人員確保、予
算、スケジュー
ル) 
 
・健康意識向上
及び特定健診等
受診率に効果的
な内容かを確認 

・定期的なホーム
ページ掲載内容の
更新 
 
・年 1 回広報へ健
康に関する情報の
掲載 
 
・随時、特定健康
診査と特定保健指
導実施に関する情
報の広報とホーム
ページへの掲載 

・特定健診受診
率の向上 
(前年比 2%増) 
 
・特定保健指導
利用率の向上 
(前年比 6%増) 

・健康意識の向
上(アンケート) 
 
・質問票の状況
改善 
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課
題 

事業名 事業の目的及び概要 
年
齢 

実施計画 

中 

間 

評 

価 

平成 
30 年度 令和元年度 令和 2 年度 

特定健診受診率の向上 

5 ア 特定健診 

【目的】 
生活習慣病リスクの
早期発見 
 
【概要】 
市内医療機関にて実
施 

40
～
74 

・案内方法の見
直し 
 
・協会けんぽと
連携した集団健
診実施を検討 
 
・市外医療機関
の活用を検討 

・継続 
 
・受診機会の検
討 

・継続 
 
・受診機会の検
討 

6 ア 
特定健診 

未受診者対策 

【目的】 
特定健診受診率向上 
 
【概要】 
①未受診者への通知
による受診勧奨 
②他機関受診者等へ
結果提供依頼通知を
送付 

40
～
74 

・受診歴に応じ
た受診勧奨通知
の送付 
 
・受診電話勧奨
の実施 
 
・次年度以降の
重点ターゲット
層検討 
 
・職場や他の医
療機関で受診し
た場合、健診結
果の情報提供に
対するインセン
ティブ実施 

・継続 
 
・受診電話勧奨
の実施 
 
・重点ターゲッ
ト層検討(ター
ゲットをより
絞った効率的
な実施) 

・継続 
 
・特定健診実施
医療機関への
協力依頼 
 
・受診電話勧奨
の中止 
 
・受診歴、診療
履歴を分析し、
ターゲットに
応じたハガキ
による受診勧
奨の実施 

特定保健指導終了率の向上 

7 イ 特定保健指導 

【目的】 
メタボリックシンド
ロームによるリスク
保有者の生活習慣病
予防及び改善 
 
【概要】 
①市内医療機関にて
個別実施 
②委託業者にて訪問
による方法で個別実
施 

40
～
74 

・案内方法の見
直し 
 
・実施方法の見
直し 
 
・健診実施医療
機関による早期
実施 
 
・保健指導の実
施機会の拡大 

・継続 
 
・集団による特
定保健指導実
施の検討 

・継続 
 
・集団による特
定保健指導実
施の検討 

8 イ 
特定保健指導
未実施者対策 

【目的】 
特定保健指導の利用
率向上 
 
【概要】 
①健診当日の保健指
導実施 
②未実施者への通
知･電話勧奨 

40
～
74 

・利用勧奨を通
知と電話で実施 

・継続 ・継続 
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実施計画 目標 

令和 3～5年度 ストラクチャー プロセス アウトプット 
アウトカム 
(短期) 

アウトカム 
(中長期) 

特定健診受診率の向上 

・中間評価内容
に応じた施策の
検討、実施 

・保険年金課主
体 
 
・集団健診や実
施医療機関の充
実等受診機会の
拡大 

・適正な実施(人
員確保、予算、ス
ケジュール) 
 
・適切な案内方
法 

・特定健診受診
率(60%) 
 
・40～65 歳の特
定 健 診 受 診 率
(30%) 

・特定健診受診
率の向上 
(前年比 2%増) 

・特定健診受診
率(60%) 

・中間評価内容
に応じた施策の
検討、実施 

・保険年金課主
体 
 
・適切な委託業
者の選定 

・適正な実施(人
員確保、予算、ス
ケジュール) 
 
・適切な対象者
の選定 
 
・受診勧奨通知
の適切な発送時
期と内容 

・受診勧奨の実
施数 
 
・他健診受診者
からの結果提供
者率の向上 
(前年比 5%増) 

・受診勧奨者に
おける健診受診
率の向上 
(前年比 3%増) 
 
・他健診受診者
からの結果提供
者率の向上 
(前年比 5%増) 

・特定健診受診
率(60%) 

特定保健指導終了率の向上 

・中間評価内容
に応じた施策の
検討、実施 

・保険年金課主
体 
 
・適切な委託業
者の選定 
 
・小牧市医師会
への委託以外の
実施体制を構築 

・適正な実施(人
員確保、予算、ス
ケジュール) 
 
・適切な保健指
導の内容 

・特定保健指導
の実施率の向上
(60%) 
 
・特定保健指導
の終了率の向上 
(前年比 3%増) 

・実施者の改善
率の向上 
(28.9%→35%) 
※改善とは、動
機付け支援また
は積極的支援対
象者から情報提
供群へ、積極的
支援から動機付
け支援対象者へ
シフトする場合 

・メタボリック
シンドローム該
当率(15%) 

・中間評価内容
に応じた施策の
検討、実施 

・保険年金課主
体 
 
・適切な委託業
者の選定 

・適正な実施(人
員確保、予算、ス
ケジュール) 
 
・適切な利用勧
奨の時期と内容
(通知、電話) 
 
・適切な対象者
の選定 

・利用電話勧奨
の実施者数 

・特定保健指導
実施率の向上 
(前年比 5%増) 
 
・利用勧奨完了
者の特定保健指
導利用率の向上 
(前年比 5%増) 

・特定保健指導
実施率(60%) 
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課
題 

事業名 事業の目的及び概要 
年
齢 

実施計画 

中 

間 

評 

価 

平成 
30 年度 

令和元年度 令和 2 年度 

生活習慣病予備群の減少と早期介入による重症化予防 

9 ウ 
医療機関 

未受診者対策 

【目的】 
健診有所見者の生活
習慣病重症化予防 
 
【概要】 
健診結果で血圧、血
糖、脂質が有所見で
あり、医療機関の受
診が確認できない者
に対して、通知･電話
による医療受診勧奨
を実施 

40
～
74 

・通知内容、対象
者の見直し 

・継続 
 
・勧奨時期の見
直し 

・継続 
 
・医療機関に勧
奨対象者の情
報提供と協力
依頼の実施 (

基
準
対
象
者)

 

10 ウ 重症化予防 

【目的】 
糖尿病が重症化する
リスクが高い未受診
者、受診中断者を医
療に結び付けること
で糖尿病性腎症を抑
制 
 
【概要①】 
対象者に対して、個
別に状況を確認後、
適切な措置を実施
(通知･電話による医
療機関受診勧奨、生
活習慣病指導) 

40
～
74 

・通知内容、対象
者の見直し 

・継続 
 
・勧奨時期の見
直し 

・継続 

(

基
準
対
象
者)

 

【概要②】 
糖尿病性腎症又は糖
尿病の患者に、かか
りつけ医と協力しな
がらプログラムを実
施することで自己の
健康管理意識を向上
させ透析治療等への
移行を阻止または重
症化を遅らせる 

40
～
74 

・保健指導対象
者の見直し 
 
・保健指導実施
者への事後フォ
ロー体制の整備 

・継続 ・継続 
 
・かかりつけ医
から対象者(患
者)に保健指導
参加への呼び
かけ実施 (

基
準
対
象
者)

 

【概要③】 
血糖等の値が基準値
より高く、糖尿病の
リスクがある者に対
して早い段階で生活
習慣を見直し、重症
化を予防するために
生活習慣病予防相談
や予備群に対する改
善教育を実施 

40
～
74 

・通知内容、対象
者の見直し 

・継続 ・継続 

(

基
準
対
象
者)
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実施計画 目標 

令和 3～5年度 ストラクチャー プロセス アウトプット 
アウトカム 

(短期) 
アウトカム 
(中長期) 

生活習慣病予備群の減少と早期介入による重症化予防 

・中間評価内容
に応じた施策の
検討、実施 

・保険年金課主
体 

・適正な実施(人
員確保、予算、ス
ケジュール) 
 
・適切な通知、電
話勧奨の内容 
 
・適切な対象者
の選定 

・医療機関受診
勧奨実施者数 

・実施者の医療
機関受診率の向
上 
(前年比 5%増) 
 
・医療機関受診
に対する肯定的
な回答の率 

・生活習慣病等
の重症疾患罹患
率の減少 
(18.4%→15.0%) 

・中間評価内容
に応じた施策の
検討、実施 

・保険年金課主
体 
 
・適切な委託業
者の選定 

・適正な実施(人
員確保、予算、ス
ケジュール) 
 
・適切な通知、電
話勧奨の内容 
 
・適切な対象者
の選定 

・医療機関受診
勧奨実施者数 

・実施者の医療
機関受診率の向
上 
(前年比 3%増) 
 
・医療機関受診
に対する肯定的
な回答の率 

・腎不全患者の
受療率の減少 
(0.1%) 
 
・糖尿病性腎症
患者の受療率の
減少(0.2%) 

・中間評価内容
に応じた施策の
検討、実施 

・保険年金課主
体 
 
・適切な委託業
者の選定 
 
・保健指導実施
者へのフォロー
体制の構築 

・適正な実施(人
員確保、予算、ス
ケジュール) 
 
・適切な参加勧
奨の通知と電話
の内容 
 
・適切な対象者
の選定 
 
・適切な保健指
導内容 

・保健指導実施
者数 10 人 

・実施者の病期
悪化防止 
(前年度健診に
よる効果検証結
果にて数値目標
決定) 

・中間評価内容
に応じた施策の
検討、実施 

・保険年金課主
体で保健センタ
ーと連携して実
施 

・適正な実施(人
員確保、スケジ
ュール) 
 
・適切な通知の
内容 
 
・適切な対象者
の選定 
 
・適切な相談内
容 

・勧奨を実施し
た者の内、相談
を受けた者の率
(10%) 

・健診結果の改
善(HbA1c、空腹
時血糖) 
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課
題 

事業名 事業の目的及び概要 年
齢 

実施計画 

中 

間 

評 

価 

平成 
30 年度 

令和元年度 令和 2 年度 

生活習慣病予備群の減少と早期介入による重症化予防 

10 ウ 重症化予防 

【概要④】 
糖尿病性腎症重症化
予防プログラムを修
了した者に対して、
継続した体調の確認
と自己管理を支援す
ることにより、人工
透析への移行や重症
化を遅らせる 

40
～
74 

・前年度に糖尿
病性腎症重症化
予防プログラム
を修了した者に
対して、年 1 回
フォローアップ
支援として電話
指導を実施 

・継続 ・継続 

(

基
準
対
象
者)

 
生活習慣病における医療機関未治療者の減少と早期介入による重症化予防 

11 
イ 

ウ 

早期介入 
保健指導事業 

【目的】 
生活習慣病発症の予
防 
 
【概要】 
HbA1c が 5.6%以上
6.4%以下であり、生
活習慣病にて医療機
関未受診者(特定保
健指導対象者は含ま
ない)を対象とした
集団形式の教室を実
施 

35
～
74 

・保健師、管理栄
養士、健康運動
指導士による集
団形式の教室開
催(30人×3回実
施) 

・継続 
 
・1 クール 2 回
の連続講座を
年 1 回実施(30
名) 

・継続 
 
・講座内容の検
討 

(

基
準
対
象
者)

 

各種がん検診受診率増加及び要精検者へのフォロー強化 

12 ウ 各種がん検診 

【目的】 
5 大(乳、子宮、大腸、
胃、肺)がんの早期発
見 
 
【概要】 
費用の一部補助によ
る検診実施 

20
～ 

・受診しやすい
体制、周知方法
について再検討 

・継続 
 
・未受診者への
受診勧奨時の
PR 方法につい
て検討 
 
・がん検診実施
医療機関の拡
大 

・継続 
 
・乳がん無料ク
ーポン未利用
者に対する受
診勧奨を実施 

13 ウ 
がん要精検 
未受診者対策 

【目的】 
5 大(乳、子宮、大腸、
胃、肺)がん早期治療
の促進 
 
【概要】 
がん検診の要精検者
未受診者に対し、通
知でフォローを実施 

20
～ 

・受診勧奨方法
の見直し 
 
・受診しやすい
体制、周知方法
について再検討 

・継続 ・継続 
 
・検診受診者に
対して精密検
査の必要性を
PR する方法を
検討 

 



33 

 

実施計画 目標 

令和 3～5年度 ストラクチャー プロセス アウトプット 
アウトカム 
(短期) 

アウトカム 
(中長期) 

生活習慣病予備群の減少と早期介入による重症化予防 

・中間評価内容
に応じた施策の
検討、実施 

・保険年金課主
体 
 
・適切な委託業
者の選定 

・適正な実施(人
員確保、予算、ス
ケジュール) 
 
・適切な参加勧
奨の通知と電話
の内容 
 
・適切な支援内
容 

・フォローアッ
プ支援実施者数 

・実施者の自己
管理意識の改善 
 
・実施者の健診
結果改善率 

・腎不全患者の
受療率の減少 
(0.1%) 
 
・糖尿病性腎症
患者の受療率の
減少(0.2%) 

生活習慣病における医療機関未治療者の減少と早期介入による重症化予防 

・中間評価内容
に応じた施策の
検討、実施 

・保険年金課主
体 
 
・適切な委託業
者の選定 

・適正な実施(人
員確保、予算、ス
ケジュール) 
 
・適切な集団形
式の教室(保健
指導)の内容 
 
・適切な対象者
の選定 

・年間 30 人に実
施 
 
・集団形式の教
室参加者の意識
改善(アンケー
ト) 

・集団形式の教
室参加者の健診
結果改善率 
(HbA1c、空腹時
血糖) 

・生活習慣病等
の重症疾患罹患
率の減少 
(約 20%→15%) 

各種がん検診受診率増加及び要精検者へのフォロー強化 

・中間評価内容
に応じた施策実
施、検討 

・保健センター
主体 

・事前予約で医
療機関の個別検
診や保健センタ
ー等での集団検
診を実施 

・各検診受診率 
 
・受診勧奨通知
の送付数 
 
・乳がん、子宮が
ん、大腸がんク
ーポン配布者数 
 
・協会けんぽと
集団検診セット
受付件数 

・各種がん検診
受診率の向上 
(前年比 0.5%増) 

・各種がん検診
受診率の向上 

・中間評価内容
に応じた施策実
施、検討 

・保健センター
主体 

・検診受診後、6
ヵ月以内に要精
検未受診者に対
し、受診勧奨を
通知 

・各種がん検診
要精検未受診者
へ受診勧奨を通
知(100%) 
 

・要精検者受診
率の向上 
(前年比 5%増) 

・要精検者受診
率の向上(80%) 
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課
題 

事業名 事業の目的及び概要 
年
齢 

実施計画 

中 

間 

評 

価 

平成 
30 年度 

令和元年度 令和 2 年度 

医療費の適正化 

14 エ 
ジェネリック
医薬品の 
利用促進 

【目的】 
ジェネリック医薬品
利用促進による医療
費の抑制とあわせ、
被保険者の薬品費の
負担軽減 
 
【概要①】 
1 薬剤あたりの差額
が 200 円以上の場合
に軽減効果額等を記
載したはがきを送付
(4 回/年) 

0
～
74 

・対象者選定基
準の見直し 

・継続 ・継続 

【概要②】 
ジェネリック医薬品
の使用状況を年齢別
に類型化し、服薬者
の多い層において、
薬品及び病名を分析
した上で、効果的な
案内を実施 

60
～
74 

・服薬者の多い
層にターゲット
を絞り、病名と
薬品名を分析し
より効果的な通
知を送付 

・中止 
 
・一定の事業効
果があったが、
今後重複服薬
者対策に重点
を置くため、年
4 回のはがきの
通知に統一す
る 

 

15 エ 
重複･頻回 
受診対策 

【目的】 
不適正受診の減少 
 
【概要】 
重複･頻回受診者へ
通知･電話での指導
を実施 

40
～
74 

・対象者選定基
準、通知物の見
直し 

・継続 
 
・対象者選定基
準、通知物の見
直し 

・継続 
 

16 エ 
重複服薬者 

対策 

【目的】 
不適正服薬者の減少 
 
【概要】 
重複服薬者へ通知に
よる指導を実施 

40
～
74 

 ・対象者選定基
準の検討 
 
・委託業者、事
業スケジュー
ルの検討 

・継続 
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実施計画 目標 

令和 3～5年度 ストラクチャー プロセス アウトプット 
アウトカム 
(短期) 

アウトカム 
(中長期) 

医療費の適正化 

・中間評価内容
に応じた施策の
検討、実施 

・保険年金課主
体 

・適正な実施(人
員確保、予算、ス
ケジュール) 
 
・適切な通知の
内容 

・年 4 回の対象
者 へ の 配 布
(100%実施) 

・ジェネリック
利用率の向上 
(前年比 1%増) 

・ジェネリック
利用率の向上 
(65%→70%) 

・中間評価内容
に応じた施策の
検討、実施 

・保険年金課主
体 
 
・委託業者の選
定 

・適正な実施(人
員確保、予算、ス
ケジュール) 
 
・適切な通知の
内容 
 
・適切な対象者
の選定 

・対象者への配
布数 
 
・案内者の切り
替 え 率 の 向 上
(前年比 2%増) 

・対象者のジェ
ネリック利用率
の向上 
(前年比 2%増) 

・中間評価内容
に応じた施策の
検討、実施 

・保険年金課主
体 
 
・委託業者の選
定 

・適正な実施(人
員確保、予算、ス
ケジュール) 
 
・適切な通知の
内容 
 
・適切な対象者
の選定 
 
・適切な指導内
容 

・対象者への指
導率(100%) 

・指導した対象
者の受診適正化
率の向上 

・指導実施者の
医療費適正化 

・中間評価内容
に応じた施策の
検討、実施 

・保険年金課主
体 
 
・委託業者の選
定 

・適正な実施(人
員確保、スケジ
ュール) 
 
・適切な通知の
内容 

・対象者への通
知数 

・通知した対象
者の服薬適正化
率の向上 

・通知者の医療
費適正化 

 


